（様式２）
業務実施体制等申告書
１　事業者の概要
	名称
（会社名等）
	

	代表者
（役職・氏名）
	

	所在地
	〒　　　－


	資本金
（単位：円）
	
　　　　　　　　　　　　円
	設立年月

	
　　　　年　　　　月

	従業員総数
（単位：人）
	
　　　　　　　　　　 人

	直近３年間の売上高・経常利益
（単位：百万円）
	
	売上高（百万円）
	経常利益（百万円）

	
	令和　　年　　月期
	
	

	
	令和　　年　　月期
	
	

	
	[bookmark: _GoBack]令和　　年　　月期
	
	

	主な事業内容
	

	実施体制
（組織図等。ストレスチェックに関する実施体制については、３に記載）

	





２　本店（本社）及び支店（営業所）等の状況
（１）本店（本社）の状況
	
	所　　在　　地
	従業員数（人）

	
	
	
	うち正社員数

	本店（本社）
	
	
	



（２）主な支店（営業所）の状況（３件まで）
	
	名称
	所在地

	従業員数（人）

	
	
	
	
	うち正社員数

	①
	
	
	
	

	②
	
	
	
	

	③
	
	
	
	



３　ストレスチェックに関する実施体制
	

	検査の実施者の配置状況（労働安全衛生規則第52条10第1項に該当する者について、氏名・資格・常勤・非常勤の別を記載）　　

	





４　同種・類似の契約実績（過去３年以内、最大１０件まで）
	
	年度
	契約の相手方
	対象人数
	契約金額
	集団分析に関する事項

	
	
	
	
	
	分析所属数
	研修会実施の有無

	①
	
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	
	
	

	⑥
	
	
	
	
	
	

	⑦
	
	
	
	
	
	

	⑧
	
	
	
	
	
	

	⑨
	
	
	
	
	
	

	⑩
	
	
	
	
	
	


国、地方公共団体を優先して記載のこと

５　個人情報保護に関する体制整備
	例：職員教育の有無、個人情報取扱場所、サーバー等セキュリティ対策の体制について

	



６　情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格等の認証
	取得年月日
	資格の名称

	(例)令和３年４月
	プライバシーマーク取得

	
	

	
	

	
	

	
	


※認定証の写しを提出すること。

